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し
て
８
人
の
議
員
が
総
括
質
問
を
行

い
ま
し
た
。

（
質
問
内
容
は
８
〜
10
頁
）

　
上
程
さ
れ
た
議
案
の
う
ち
、
議
第

80
号
か
ら
議
第
89
号
に
つ
い
て
、

決
算
議
案
は
決
算
特
別
委
員
会
に
、

予
算
議
案
は
予
算
特
別
委
員
会
に
、

条
例
及
び
事
件
議
案
は
所
管
の
常
任

委
員
会
に
付
託
し
ま
し
た
。

　
次
に
、
議
第
90
号
か
ら
議
第
92
号

ま
で
の
３
件
を
審
議
し
、
表
決
の
結

果
、
全
員
賛
成
で
同
意
し
ま
し
た
。

（
人
事
案
件
の
内
容
は
下
段
）

　
８
月
29
日
、
９
月
１
日
、
２
日
の

３
日
間
、
23
人
の
議
員
が
市
当
局
に

対
し
、
市
政
全
般
に
つ
い
て
一
般
質

問
を
行
い
ま
し
た
。

（
質
問
内
容
は
11
〜
15
頁
）

　
開
会
初
日
は
、
市
当
局
が
決
算
議

案
４
件
、
予
算
議
案
１
件
、
条
例
議

案
２
件
、
事
件
議
案
３
件
、
人
事
案

件
３
件
の
計
13
件
の
議
案
を
提
出

し
、
監
査
委
員
に
よ
る
決
算
審
査
意

見
書
の
説
明
の
後
、
各
会
派
を
代
表

総
務
常
任
委
員
長
が
審
査
報
告
を

行
い
、
討
論
の
後
、
表
決
の
結
果
、

賛
成
多
数
で
採
択
と
し
ま
し
た
。

　
次
に
、
議
会
改
革
特
別
委
員
長
が

経
過
報
告
を
行
い
ま
し
た
。

（
経
過
報
告
の
内
容
は
５
頁
）

　
本
会
議
終
了
後
に
開
催
し
た
決
算

特
別
委
員
会
で
は
、
各
分
科
会
委
員

長
が
決
算
議
案
の
審
査
報
告
を
行
い
、

表
決
の
結
果
、
全
員
賛
成
で
可
決
及

び
認
定
し
ま
し
た
。

　
引
き
続
き
、
予
算
特
別
委
員
会
を

開
催
し
、
各
分
科
会
委
員
長
が
予
算

議
案
の
審
査
報
告
を
行
い
、
表
決
の

結
果
、
全
員
賛
成
で
可
決
し
ま
し
た
。

　
最
終
日
の
19
日
、
議
員
提
出
の
意

見
書
２
件
を
審
議
し
、
議
会
第
５
号

は
表
決
の
結
果
、
全
員
賛
成
で
可
決

し
、
議
会
第
７
号
は
表
決
の
結
果
、

賛
成
多
数
で
可
決
し
ま
し
た
。

　
次
に
、
決
算
特
別
委
員
長
が
決
算

議
案
、
各
常
任
委
員
長
が
条
例
及
び

事
件
議
案
、
予
算
特
別
委
員
長
が
予

算
議
案
に
つ
い
て
の
審
査
報
告
を
行

い
ま
し
た
。
表
決
の
結
果
、
議
第
80

号
か
ら
議
第
83
号
ま
で
の
４
件
は

全
員
賛
成
で
可
決
及
び
認
定
、
議
第

84
号
か
ら
議
第
89
号
ま
で
の
６
件

は
全
員
賛
成
で
可
決
し
ま
し
た
。

　
３
日
に
決
算
特
別
委
員
会
及
び
予

算
特
別
委
員
会
を
開
催
し
ま
し
た
。

各
委
員
会
に
お
い
て
、
決
算
及
び
予

算
議
案
の
提
案
説
明
が
行
わ
れ
た
後
、

各
分
科
会
に
分
割
付
託
し
ま
し
た
。

　
４
日
に
総
務
、
５
日
に
市
民
文
教
、

８
日
に
厚
生
、
９
日
に
産
業
建
設
の

各
常
任
委
員
会
を
開
催
し
ま
し
た
。

　
常
任
委
員
会
で
は
、
付
託
さ
れ
た

条
例
及
び
事
件
議
案
の
審
査
を
行
い
、

決
算
特
別
委
員
会
分
科
会
及
び
予
算

特
別
委
員
会
分
科
会
で
は
、
決
算
及

び
予
算
議
案
の
審
査
を
行
い
ま
し
た
。

（
審
査
内
容
は
６
〜
７
頁
）

　
ま
た
、
総
務
常
任
委
員
会
で
は
、

付
託
さ
れ
た
請
願
の
審
査
を
行
い
ま

し
た
。

　
18
日
の
本
会
議
で
は
、
意
見
書
提

出
を
求
め
る
請
願
第
７
号
に
つ
い
て
、

市
当
局
が
議
案
を
提
出

８
人
が
総
括
質
問

請
願
１
件
を
採
択

決
算
・
予
算
の
分
科
会
報
告

各
常
任
委
員
会
を
開
催

決
算
・
予
算
議
案
等
を
審
査

決
算
・
予
算
特
別
委
員
会
を

開
催
、
提
案
趣
旨
を
説
明

９月定例会の概要
令和６年度決算を認定

補正予算、条例の一部改正等
18件を審議

　
９
月
定
例
会
は
、
８
月
27
日
に
開
会
し
、

市
当
局
が
13
件
の
議
案
を
提
出
し
ま
し
た
。

請
願
１
件
に
つ
い
て
は
、
所
管
の
常
任
委
員

会
に
付
託
し
ま
し
た
。

　
上
程
さ
れ
た
議
案
・
請
願
は
、
総
括
質
問
、

委
員
会
審
査
な
ど
の
後
、
議
員
提
出
の
意
見

書
２
件
を
含
め
審
議
し
、
24
日
間
の
会
期
を

経
て
、
９
月
19
日
に
閉
会
し
ま
し
た
。

（
議
案
・
請
願
・
意
見
書
の
内
容
と
審
議
結
果

は
３
頁
）

９月定例会日程９月定例会日程
本会議（総括質問）
本会議（一般質問）
本会議（一般質問）
決算・予算特別委員会
常任委員会
本会議
決算・予算特別委員会
本会議

　８月   27日
29日

９月 1・２日
３日

４・５・８・９日
18日

19日

2つるおか市議会だより　令和7年9月定例会号

意
見
書
２
件
を
可
決

６
年
度
決
算
等
を
可
決
及
び
認
定

　
続
い
て
、
追
加
議
案
と
し
て
、
市

当
局
が
議
第
93
号
を
提
出
し
、
表
決

の
結
果
、
全
員
賛
成
で
可
決
し
ま
し

た
。
　
次
に
、
議
会
提
出
の
議
会
第
６
号

を
審
議
し
、
質
疑
の
後
、
表
決
の
結

果
、
全
員
賛
成
で
可
決
し
ま
し
た
。

　
最
後
に
、
高
速
交
通
等
対
策
特
別

委
員
長
及
び
人
口
減
少
・
地
域
活
性

化
対
策
特
別
委
員
長
が
経
過
報
告
を

行
い
ま
し
た
。

（
経
過
報
告
の
内
容
は
５
頁
）

表
彰
条
例
に
基
づ
く
表
彰

人
事
案
件
の
結
果

教
育
委
員
会
委
員

百
瀨　
克
浩 

氏（
日
枝
）

人
権
擁
護
委
員
候
補
者

佐
藤　
利
浩 

氏（
熊
出
）

叶
野　
　
勉 

氏（
東
堀
越
）

五
十
嵐　
司 

氏（
西
新
斎
町
）

押
井　
五
月 

氏（
宝
徳
）

23
人
が
一
般
質
問

阿
部　
義
郎 

氏（
藤
島
）

難
波　
正
喜 

氏（
常
盤
木
）

小
谷　
　
卓 

氏（
稲
生
二
丁
目
）

（
故
）
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▼市長提出議案と審議結果

▼議員提出議案と審議結果

▼請願と審議結果

認　定
（全員賛成）

可  決
（全員賛成）

可　決
（全員賛成）

可決及び認定
（全員賛成）

可　決
（全員賛成）

可　決
（賛成多数）

採　択
（賛成多数）

同　意
（全員賛成）

次年度予算につなげる
決 算 審 査

　本市議会では、毎年９月定例会で前年度決算の審査を行っています。
　市の予算が適正に執行され、事業が適正かつ効率的に行われたかを
審査することは、次年度の予算編成に生かされる重要なプロセスです。

決
算
審
査
か
ら
次
年
度
予
算

審
査
ま
で
の
流
れ

市　長 決算議案を議会に提出

議　会

９月定例会

予算議案を議会に提出

３月定例会

予算が適正かつ
効率的に使われ
たかをチェック

予算の使い道と、
決算審査の意見が
反映されているか
を併せてチェック

次年度の
予算編成
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　定例会最終日の９月19日、議会改革特別委員会
が提案した「鶴岡市議会基本条例」を全員賛成で
可決しました。（10月１日施行）

・議会や議員活動に関する基本的事項等を定めた
鶴岡市議会における最高規範（最も大切なルー
ル）です。

・議会の決意と行動指針を明確にし、鶴岡市議会が
市民の福祉の増進及び市政の発展に貢献すること
を市民に約束するものです。

・この条例を全議員の共通認識とすることで、より
機能的な議会活動を目指すことができます。

９月定例会のポイント
議会における最高規範「鶴岡市議会基本条例」を制定しました

市民の負託に真摯に応え、
目指す議会像の実現に向け
て、全力で取り組む決意が
込められています。

○ 鶴岡市議会基本条例とは

○ ポイントとなる内容を紹介します

議会は、二元代表制の一翼として、多様な民意
を的確に市政に反映させるため、政策立案や政
策提言を積極的に行う。これにより、市民の福
祉の増進及び市政の発展に一層寄与していくこ
とを決意し、ここに議会における最高規範とし
て条例を制定する。

前文（概要）

この条例が形骸化しないよう
に、定期的に検証や見直しを行
います。

議会は、この条例の目的の達成状況について検
証を行うものとする。検証の結果、議会関係条
例等の改正等が必要と認められる場合は、適切
な措置を講じるものとする。

条例の検証及び見直し（第29条）

議会として、合意形成を図るため
には、議員相互の自由闊達な討議
による審議が重要であることか
ら、議員間討議の実施に努めます。

議会は、議案及び請願の審査に当たっては、議
員相互間の自由な議論により、合意形成を図る
よう努めるものとする。

議員間討議（第15条）

市民に開かれた議会を実現する
ため、請願者が請願書だけでは
表現し切れない内容を委員会で
説明する機会を設けます。

議会は、請願の審査に当たり、請願者から意見
陳述の申出があるときは、意見を聴くことがで
きるものとする。

意見陳述の対応（第18条）

条例の構成

前文 
第１章 総則（第１条） 
第２章 議会及び議員の活動原則（第２条・第３条）
第３章 市民と議会との関係（第４条－第７条）
第４章 議会と市長等との関係（第８条－第13条）
第５章 議会機能の強化（第14条－第18条） 
第６章 議員の政治倫理（第19条・第20条） 
第７章 議会事務局の充実等（第21条・第22条）
第８章 議会の組織（第23条－第26条） 
第９章 議会改革の推進（第27条－第29条） 
附則

かったつ
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特別委員会経過報告 各特別委員長がこれまでの活動経過を報告しました。
その概要をお知らせします。

議会改革特別委員会
　本委員会は、令和６年９月定例会での中間報
告以降、引き続き、議会基本条例の制定に向け
た協議を重ねてきた。
　協議では、条例が実行性のあるものとなるよ
う、現行の取組を明文化するとともに、制定後
の運用で内容を拡充していくことを基本方針と
した。この方針により、既存の取組を確固たる
ものとしながら、議会本来の機能である「意思
決定機能」、「監視・評価機能」、「立法機能」を
より強化するため、「議員間討議」、「請願者の意
見陳述」、「条例の検証及び見直し」の３つの取
組を条例に盛り込むこととした。これを受けて、
これらの取組が施行後から有効に機能するため
の実施要領案や市民理解を深めるための逐条解
説案の作成についても取り組んできた。
　条例の制定が目的ではなく、条例に沿った不
断の取組こそが重要である。今後も本市議会の
機能強化と活性化に向け、引き続き鋭意検討、
協議が行われることを念願する。

人口減少・地域活性化対策特別委員会
　本委員会は、５年９月定例会での中間報告以
降、計９回の委員会を開催した。
　今期の委員会では、前半の２年間は、「中心市
街地の商店街活性化」をテーマに、実態や諸課
題の把握に努め、５年10月に市長に提言を行った。
　第10回委員会（５年12月）において、子どもを
安心して生み育てられる社会の構築に向けて、
子どもに関する取組・政策を社会の真ん中に据
えた「こどもまんなか社会の実現」を後半２年
間のテーマに定め、調査・検討を開始した。
　第15回（７年３月）以降の委員会では、当局
への提言について検討を重ね、「子ども・若者支
援に関する提言」としてまとめ、市長に対し提
言を行った。
　市当局において、人口減少対策、こどもまん
なかの取組に、より一層力を入れることを希望
する。

　今回の提言書では、子どもの居場所づくりや
遊び場の充実・拡充、就学・就職支援など６つ
の項目について提案しています。

高速交通等対策特別委員会
　本委員会は、９月３日に委員会を開催し、日
本海沿岸東北自動車道の工事の進捗状況、庄内
空港・羽越本線の利用状況等について、市当局
の説明を受け、質疑・意見交換を行った。
　日沿道工事では、小岩川第２トンネルが７年
３月に貫通し、今秋に完成見込みである。一方、
鼠ヶ関トンネルは、掘削箇所の地層でぜい弱な
地質が続き、この対策のため、掘削工事を中断
して地質調査を続けている。調査の評価を経て、
後続工事の着手につなげる見通しである。
　庄内空港については、６年中の利用者数が５
年ぶりに35万人台に回復した。引き続き、利用
拡大と滑走路延長（2,500ｍ化）など空港機能の
強化に取り組む必要がある。
　羽越本線については、昨年、全線開通から100
年の節目を迎え、これを契機とした様々な事業
により、関係各所で利用拡大に取り組んできた。
高速化及び安定輸送について、粘り強く要望活
動等に取り組むことが重要である。

９月18日 市長に提言書を手交しました

提言書は市議会ホームページ
に掲載しています。



朝
日
庁
舎
の
市
民
窓
口

　
　
　
　
　
デ
ジ
タ
ル
化
の
成
果
は

第
４
次
定
員
適
正
化

　
　
　
　
　
計
画
の
実
施
状
況
は

委
員　
６
年
度
に
、
42
件
の
危
険
な
空

き
家
に
対
し
て
実
施
し
た
応
急
措
置
の

費
用
と
内
訳
は
。
ま
た
、
空
き
家
放
置

等
の
モ
ラ
ル
ハ
ザ
ー
ド
を
防
ぐ
た
め
、

費
用
は
原
因
者
か
ら
徴
収
す
べ
き
と
考

え
る
が
、
６
年
度
の
徴
収
実
績
と
７
年

度
へ
の
引
継
ぎ
状
況
は
。

環
境
政
策
課
長　
42
件
の
う
ち
７
件
は
、

業
者
に
応
急
措
置
を
委
託
し
て
お
り
、

そ
の
費
用
は
３
４
２
万
４
、０
０
０
円

で
あ
っ
た
。
そ
の
他
は
、
３
件
が
住
民

自
治
組
織
等
の
対
応
、
32
件
が
職
員
の

対
応
で
あ
り
、
応
急
措
置
費
用
の
支
出

は
な
い
。
６
年
度
は
、
過
年
度
分
と
し

て
請
求
し
た
費
用
の
う
ち
８
万
８
、０

０
０
円
を
徴
収
し
て
い
る
が
、
６
年
度

分
の
応
急
措
置
費
用
は
徴
収
で
き
て
い

な
い
。
７
年
度
は
こ
れ
を
含
め
、
未
収

金
で
あ
る
約
７
０
０
万
円
を
原
因
者
負

担
の
原
則
に
の
っ
と
り
請
求
す
る
。

委
員　
消
防
団
員
の
な
り
手
不
足
を
踏

ま
え
、
組
織
再
編
に
取
り
組
ん
で
い
る

が
、
体
制
に
影
響
は
な
い
か
。

消
防
本
部
警
防
課
長　
２
年
度
か
ら
６

年
度
ま
で
に
約
50
班
を
統
合
し
、
再
編
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す
る
目
標
を
定
め
て
い
る
が
、
定
年
延

長
の
影
響
か
ら
達
成
は
難
し
く
、
計
画

の
見
直
し
を
予
定
し
て
い
る
。

委
員　
窓
口
デ
ジ
タ
ル
化
の
成
果
と
課

題
は
。
ま
た
、
朝
日
庁
舎
以
外
へ
の
拡

大
は
。

デ
ジ
タ
ル
化
戦
略
推
進
室
長　
６
年
度

は
、
庁
舎
の
窓
口
に
申
請
用
タ
ブ
レ
ッ

ト
端
末
を
設
置
し
、
書
か
な
い
窓
口
を

開
設
し
た
ほ
か
、
行
政
手
続
の
デ
ジ
タ

ル
化
と
し
て
遠
隔
行
政
手
続
シ
ス
テ
ム

を
導
入
し
、
利
用
者
か
ら
は
一
定
の
評

価
を
得
て
い
る
。
課
題
は
、
申
請
時
の

操
作
方
法
が
分
か
り
に
く
い
こ
と
や
、

申
請
可
能
な
手
続
が
限
定
的
な
こ
と
な

ど
で
あ
る
。
本
庁
舎
や
他
の
地
域
庁
舎

に
は
、
改
善
を
図
り
な
が
ら
広
げ
て
い

く
考
え
で
あ
り
、
開
始
時
期
も
含
め
検

討
を
進
め
て
い
る
。

委
員　
計
画
の
成
果
指
標
の
う
ち
、
歳

出
削
減
目
標
を
達
成
で
き
な
か
っ
た
理

由
と
令
和
７
年
度
の
達
成
見
込
み
は
。

職
員
課
長　
６
年
度
の
歳
出
削
減
目
標

額
を
３
億
６
、４
０
０
万
円
と
し
て
い

た
が
、
実
績
は
２
億
７
、９
０
０
万
円

で
76
・
７
％
の
達
成
率
に
留
ま
っ
た
。

要
因
と
し
て
、
定
員
適
正
化
計
画
の
と

お
り
に
職
員
数
・
人
件
費
の
削
減
が
進

ま
な
か
っ
た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
る
。
７

年
度
も
デ
ジ
タ
ル
化
な
ど
の
取
組
を
進

め
て
い
る
が
、
目
標
の
達
成
は
厳
し
い

と
見
込
ん
で
い
る
。
８
年
度
か
ら
の
第

４
次
大
綱
で
は
、
新
た
な
目
標
を
設
定

し
、
達
成
に
向
け
て
取
り
組
ん
で
い
く
。

委
員　
同
計
画
に
お
け
る
民
間
委
託
の

推
進
状
況
は
。
ま
た
、
職
員
を
18
人
減

員
す
る
と
い
う
目
標
の
見
通
し
は
。

職
員
課
長　
民
間
委
託
の
推
進
と
し
て
、

上
下
水
道
部
で
窓
口
業
務
な
ど
複
数
の

業
務
を
包
括
的
に
民
間
事
業
者
に
委
託

す
る
取
組
な
ど
を
進
め
て
き
た
。
ま
た
、

本
計
画
で
は
、
４
年
度
か
ら
８
年
度
ま

で
の
計
画
期
間
内
に
職
員
を
18
人
減
員

を
進
め
て
き
た
。
そ
れ
と
同
時
に
統
合

先
の
班
に
は
新
た
に
資
機
材
や
車
両
を

配
備
す
る
な
ど
し
て
消
防
力
の
維
持
に

努
め
て
き
た
。
な
お
、
班
統
合
は
上
部

組
織
で
あ
る
部
や
分
団
の
活
動
に
も
影

響
す
る
た
め
、
部
や
分
団
の
再
編
も
併

せ
て
検
討
し
て
い
き
た
い
。

委
員　
各
給
食
セ
ン
タ
ー
の
地
場
産
野

菜
の
使
用
割
合
は
。
ま
た
、
地
産
地
消

を
推
進
す
る
た
め
に
、
セ
ン
タ
ー
間
で

の
情
報
共
有
等
は
行
っ
て
い
る
か
。

学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
所
長　
地
場
産
野

菜
の
使
用
割
合
は
、
鶴
岡
市
学
校
給
食

セ
ン
タ
ー
が
25
・
８
％
、
藤
島
ふ
れ
あ

い
給
食
セ
ン
タ
ー
が
20
％
、
櫛
引
学
校

給
食
セ
ン
タ
ー
が
17
・
９
％
、
あ
さ
ひ

給
食
セ
ン
タ
ー
が
42
％
、
あ
つ
み
っ
こ

給
食
セ
ン
タ
ー
が
17
・
１
％
と
な
っ
て

い
る
。
ま
た
、
現
状
、
セ
ン
タ
ー
ご
と

に
地
産
地
消
の
取
組
を
進
め
て
お
り
、

セ
ン
タ
ー
間
で
の
連
携
が
課
題
で
あ
る

と
認
識
し
て
い
る
。

窓口のデジタル化が進む朝日庁舎窓口のデジタル化が進む朝日庁舎

地場産野菜を使った
いも煮やキムチサラダ
地場産野菜を使った
いも煮やキムチサラダ

※1  遠隔行政手続システム…朝日庁舎と南出張所、大網診療所をネットワークで
　　　　　　　　　　　　　 つなぎ、庁舎に行かずに、モニター画面を通して職
　　　　　　　　　　　　　 員と直接やり取りをしながら手続するシステム。

委員会審査
提出された議案をそれぞれ所管の委員会に
付託して審査します。
審査の主なものを掲載します。

総
　
　
　
務

第
３
次
行
財
政
改
革
大
綱

　
　
　
実
施
計
画
の
達
成
状
況
は

市
民
文
教

空
き
家
対
策
に
要
し
た

　
応
急
措
置
費
用
の
徴
収
実
績
は

消
防
団
組
織
の
再
編
は

学
校
給
食
の
地
産
地
消
の
推
進
は

※

１



荘
内
病
院
の
経
営
状
況
は

有
機
農
業
の
拡
大
は

保
育
所
等
性
犯
罪
防
止
対
策

　
　
　
　
　
支
援
事
業
補
助
金
は

こ
ど
も
誰
で
も
通
園
制
度
の

　
　
　
　
　
　
　
受
入
れ
体
制
は　

駅
前
活
性
化
の
取
組
は

水
道
施
設・設
備
の
老
朽
化
対
策
は
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化
が
進
み
、
診
療
所
へ
の
派
遣
調
整
が

難
し
く
な
っ
て
い
る
。

委
員　
経
営
状
況
を
ど
う
分
析
し
て
い

る
か
。
ま
た
、
経
営
改
善
に
向
け
た
考

え
は
。

荘
内
病
院
事
務
部
長
　
人
件
費
や
物
件

費
の
高
騰
に
加
え
て
、
新
型
コ
ロ
ナ
感

染
症
に
関
す
る
補
助
金
が
な
く
な
っ
た

ほ
か
、
外
来
患
者
数
の
減
少
が
影
響
し
、

６
年
度
決
算
は
厳
し
い
結
果
と
な
っ
た
。

今
後
は
、
高
齢
者
救
急
の
増
加
が
見
込

ま
れ
る
が
、「
断
ら
な
い
救
急
」
を
目

指
し
、
そ
れ
に
対
応
で
き
る
救
急
体
制

を
確
立
し
て
い
き
た
い
。

委
員　
保
護
者
の
就
労
要
件
に
か
か
わ

ら
ず
、
生
後
６
か
月
か
ら
３
歳
未
満
の

子
ど
も
を
時
間
単
位
で
保
育
所
等
に
預

け
ら
れ
る
よ
う
に
な
る
が
、
医
療
的
ケ

ア
児
等
の
障
害
を
抱
え
る
子
ど
も
が
利

用
で
き
な
い
な
ど
の
差
別
的
扱
い
は
懸

念
さ
れ
な
い
か
。

子
育
て
推
進
課
長
　
重
度
の
障
害
を
抱

え
る
子
ど
も
の
受
入
れ
に
は
、
施
設
改

修
や
看
護
師
等
専
門
職
の
配
置
が
必
要

に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、
利
用
者

の
希
望
に
応
え
る
よ
う
、
関
係
者
が
十

分
に
相
談
を
し
た
上
で
、
受
入
れ
を
検

討
し
て
い
く
べ
き
も
の
と
考
え
て
い
る
。

委
員　
６
年
度
に
新
設
さ
れ
た
同
補
助

金
に
よ
る
支
援
実
績
は
。

子
育
て
推
進
課
長　
民
間
立
保
育
所
等

23
施
設
で
、
子
ど
も
の
着
替
え
や
、
お

む
つ
替
え
を
す
る
場
所
に
パ
ー
テ
ー
シ

ョ
ン
や
簡
易
更
衣
室
等
を
設
置
し
た
。

委
員　
ピ
ロ
リ
菌
検
査
に
は
、
保
護
者

の
同
意
が
必
要
で
あ
る
が
、
同
意
率
が

約
７
割
に
留
ま
っ
て
い
る
理
由
は
。

ま
た
、
同
意
率
を
向
上
さ
せ
る
方
策
は
。

健
康
課
長
　
保
護
者
へ
の
事
業
啓
発
が

十
分
で
な
か
っ
た
と
捉
え
て
い
る
。
５

年
度
の
同
意
率
81
・
６
％
に
対
し
て
、

６
年
度
は
72
・
１
％
に
低
下
し
て
お
り
、

学
校
保
健
委
員
会
な
ど
を
通
じ
、
一
層

の
事
業
啓
発
に
努
め
て
い
き
た
い
。

委
員　
運
営
に
お
い
て
ど
の
よ
う
な
課

題
を
把
握
し
て
い
る
か
。

健
康
課
長　
平
日
夜
間
の
利
用
者
数
は
、

１
日
平
均
１
人
に
満
た
な
い
状
況
で
あ

り
、
平
日
夜
間
開
設
の
在
り
方
を
検
討

す
る
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
鶴
岡
地
区

医
師
会
に
所
属
し
て
い
る
医
師
の
高
齢

委
員　
拡
大
に
向
け
た
取
組
は
。

農
政
課
長
　
生
産
者
の
高
齢
化
が
進
み
、

有
機
米
の
作
付
面
積
は
近
年
減
少
傾
向

に
あ
る
。
有
機
農
業
の
拡
大
に
向
け
て
、

７
年
度
は
有
機
米
や
堆
肥
施
用
に
取
り

組
む
生
産
者
を
対
象
と
し
た
農
業
用
機

械
の
導
入
補
助
事
業
を
実
施
し
て
い
る
。

ま
た
、
消
費
者
向
け
に
は
、
例
年
、
大

産
業
ま
つ
り
で
有
機
米
や
ニ
ン
ニ
ク
、

ベ
ビ
ー
リ
ー
フ
な
ど
の
有
機
農
産
物
ブ

ー
ス
を
設
け
、
販
売
促
進
と
Ｐ
Ｒ
活
動

を
行
っ
て
い
る
。

委
員　
鶴
岡
駅
前
地
区
将
来
ビ
ジ
ョ
ン

社
会
実
験
事
業
の
結
果
は
。

都
市
計
画
課
長　
マ
リ
カ
東
館
2
階
の

つ
る
お
か
A
Z
I
T
O
は
、
１
日
当
た

り
の
平
均
利
用
者
が
５
年
度
の
９
・
２

人
に
対
し
て
、
６
年
度
は
17
・
２
人
と

約
１
・
９
倍
に
増
え
て
お
り
、
高
校
生

の
居
場
所
と
し
て
の
認
知
が
進
ん
で
い

る
。
ま
た
、
イ
ベ
ン
ト
企
画
等
を
行
う

高
校
生
ク
ル
ー
の
募
集
に
対
し
て
も
７

人
の
応
募
が
あ
っ
た
。
将
来
の
地
元
回

帰
や
関
係
人
口
の
増
加
等
に
も
つ
な
が

る
取
組
と
期
待
し
て
い
る
。

委
員　
老
朽
化
に
対
し
、
ど
の
よ
う
な

対
策
を
立
て
て
い
る
か
。

水
道
課
長　
水
道
施
設
や
水
道
管
路
の

耐
震
化
計
画
等
に
基
づ
き
、
施
設
・
設

備
の
更
新
を
行
っ
て
お
り
、
例
え
ば
、

水
道
管
は
法
定
耐
用
年
数
が
40
年
で
あ

る
が
、
そ
の
経
過
年
数
や
管
の
種
類
、

漏
水
発
生
頻
度
等
を
勘
案
し
な
が
ら
随

時
更
新
し
て
い
る
。

高校生の居場所　つるおかAZITO
（マリカ東館２階）

高校生の居場所　つるおかAZITO
（マリカ東館２階）

有機農業の拡大へ
（大産業まつり  有機農産物ブース）

有機農業の拡大へ
（大産業まつり  有機農産物ブース）

※2  物件費……人件費、修繕費等を除いた消費的性質を持つ経費の総称で、
　　　　　　 　具体的には、備品費、消耗品費、業務委託料など。
※3  堆肥施用…有機物を原料として作られた堆肥を畑や土壌に与えること。

※4  鶴岡駅前地区将来ビジョン社会実験事業…マリカ東館２階の一部を
　　 高校生の居場所（活動拠点）とし、まちづくりの主体となる高校生を
　　 発掘・育成する事業。

ア

ジ

ト

厚
　
　
　
生

産
業
建
設

中
学
生
胃
が
ん
予
防
事
業
の
啓
発
は

休
日
夜
間
診
療
所
の
運
営
課
題
は

※

２

※

３

※
４
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YouTube
「鶴岡市議会チャンネル」
本会議の生中継・録画配信を行っています。

総括質問
市長提出議案に対して、会派を代表して８人
の議員が質問しました。
各議員１項目について概要をお知らせします。

質問は市議会ホームページ等で公開している
録画配信や会議録で全てご覧いただけます。
なお、本原稿は質問した議員本人の責任にお
いて執筆しています。

※会議録の公開には一定の期間を要します。

YouTube　鶴岡市議会

※3  堤体…基礎地盤の上に盛り土等で築造された、ため池の本体部分（堤防）。

※1  実質公債費比率…地方公共団体の資金繰りの危険度を示す指標。実質的な公債費相当額が、標準財政規模に占める割合。
※2  早期健全化基準…財政健全化法で定められた基準。実質公債費比率は 25％が基準値とされており、これ以上になった場合、この法律に基づく財政の健全化等に
　　　　　　　　　　 取り組む必要がある。

実質単年度収支のかつてない赤字の要因は

議
員
　
令
和
６
年
度
の
実
質

単
年
度
収
支
は
、
６
年
ぶ
り

の
赤
字
で
、
13
億
７
、５
９

０
万
円
の
か
つ
て
な
い
規
模

に
な
っ
た
が
、
要
因
は
。

市
長
　
人
件
費
や
物
価
高
騰
に
よ
る

委
託
料
や
除
雪
対
策
費
の
増
の
ほ
か
、

国
の
補
助
対
象
に
な
ら
な
い
小
規
模

災
害
が
多
か
っ
た
こ
と
な
ど
を
合
わ

せ
、
一
般
財
源
で
約
20
億
円
の
歳
出

増
加
に
な
っ
た
。
こ
れ
に
伴
い
、
財

政
調
整
基
金
を
17
億
５
、０
０
０
万

円
取
り
崩
す
結
果
と
な
っ
た
。

議
員
　
借
金
の
返
済
額
の
指
標
で
あ

る
実
質
公
債
費
比
率
は
悪
化
し
、

７
・
９
％
に
な
っ
た
。
今
後
、
多
額

の
建
設
事
業
が
見
込
ま
れ
て
い
る
が
、

見
通
し
は
。

市
長
　
対
前
年
度
で
０
・
５
ポ
イ
ン

ト
上
昇
し
て
い
る
が
、
早
期
健
全
化

基
準
を
下
回
る
問
題
な
い
水
準
に
あ

る
。
今
後
、
国
や
県
の
補
助
事
業
を

最
大
限
活
用
し
、
投
資
的
経
費
の
年

度
間
の
平
準
化
に
努
め
、
借
金
返
済

が
後
年
度
の
負
担
と
な
ら
な
い
よ
う

に
管
理
し
て
い
く
。

ほかの質問
高
温
少
雨
・
渇
水
被
害
状

況
と
対
応

創政クラブ 渋谷　耕一 議員
しぶ や こう いち

※

１

※

２

ため池の渇水・災害対策としての利用は

議
員
　
７
月
か
ら
の
渇
水
対

策
と
し
て
、
た
め
池
は
利
用

さ
れ
た
の
か
。

市
長
　
農
業
用
の
た
め
池
は

１
０
２
か
所
あ
り
、
渇
水
時
は
各
管

理
者
の
判
断
で
利
用
さ
れ
て
い
る
。

庄
内
赤
川
土
地
改
良
区
管
理
の
大
鳥

池
は
、
出
穂
期
に
合
わ
せ
７
月
29
日

か
ら
放
流
し
た
ほ
か
、
そ
の
他
多
く

の
た
め
池
で
放
流
を
行
っ
て
い
る
。

議
員
　
自
然
災
害
・
豪
雨
災
害
等
に

備
え
た
た
め
池
の
課
題
と
対
応
は
。

市
長
　
防
災
重
点
農
業
用
た
め
池
に
、

19
か
所
指
定
さ
れ
て
い
る
が
、
県
が

実
施
し
た
豪
雨
や
地
震
の
影
響
に
関

す
る
調
査
に
お
い
て
、
大
山
上
池
・

下
池
な
ど
７
か
所
で
、
大
雨
時
の
排

水
能
力
不
足
や
地
震
に
対
す
る
安
全

率
不
足
が
確
認
さ
れ
、
堤
体
補
強
が

必
要
と
判
断
さ
れ
た
。
県
の
計
画
に

基
づ
き
、
対
策
工
事
を
実
施
す
る
こ

と
と
さ
れ
て
お
り
、
７
か
所
の
う
ち

完
了
が
１
か
所
、
今
年
度
完
了
予
定

が
１
か
所
で
、
残
る
５
か
所
は
12
年

度
ま
で
に
着
手
す
る
予
定
と
な
っ
て

い
る
。ほかの質問

決
算
・
市
政
運
営
、

物
価
高
騰
対
策
、

こ
ど
も
誰
で
も
通
園
制
度

日本共産党鶴岡市議団 菅井　巌 議員
すが い いわお

※

３



６年度決算を受けて財政構造を見直すべき

議
員
　
６
年
度
決
算
に
お
け

る
経
常
収
支
比
率
は
97
・
２

％
と
、
３
年
度
決
算
か
ら

７
・
６
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
て

お
り
、
そ
れ
だ
け
自
由
に
使
え
る
お

金
が
減
っ
て
い
る
こ
と
に
な
る
。
経

常
経
費
が
多
く
な
る
要
因
は
、
人
事

院
勧
告
な
ど
対
外
的
な
も
の
も
あ
れ

ば
、
給
食
費
の
無
償
化
に
伴
う
政
策

的
な
も
の
も
あ
る
が
、
傾
向
を
ど
う

受
け
止
め
て
い
る
か
。

市
長
　
人
件
費
や
扶
助
費
の
増
加
が

続
い
て
い
る
。
算
定
に
は
ふ
る
さ
と

寄
附
金
が
考
慮
さ
れ
て
い
な
い
こ
と

も
あ
り
、
ほ
か
の
指
標
も
あ
わ
せ
て

評
価
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

議
員
　
行
財
政
改
革
で
３
億
円
を
削

減
し
、
ふ
る
さ
と
寄
附
金
で
28
億
円

の
収
入
が
あ
っ
て
も
な
お
、
実
質
単

年
度
収
支
は
13
億
円
の
赤
字
で
あ
る
。

経
費
節
減
と
し
て
定
員
管
理
の
適
正

化
や
民
間
委
託
は
進
め
て
い
く
の
か
。

市
長
　
内
容
次
第
で
は
あ
る
が
、
そ

れ
も
歳
出
削
減
の
一
つ
の
手
法
だ
と

思
っ
て
い
る
。
歳
出
の
抑
制
に
取
り

組
ん
で
い
き
た
い
。

9 つるおか市議会だより　令和7年9月定例会号

ほかの質問
な
し

鶴岡市議会公明党 黒井　浩之 議員
くろ い ひろ ゆき

地域産業強化のためのＳＮＳ活用は

議
員
　
本
市
の
イ
ノ
ベ
ー
シ

ョ
ン
や
地
域
産
業
強
化
の
た

め
に
、
今
後
、
Ｓ
Ｎ
Ｓ
の
活

用
な
ど
情
報
発
信
が
重
要
で

あ
る
と
考
え
る
が
、
こ
れ
ま
で
の
取

組
と
課
題
は
。

市
長
　
本
市
で
は
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

の
ほ
か
、
Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ
な
ど
様
々
な
Ｓ

Ｎ
Ｓ
を
活
用
し
て
情
報
発
信
に
努
め

て
い
る
。
６
年
３
月
か
ら
は
、
多
く

の
方
に
本
市
の
魅
力
を
伝
え
る
た
め
、

ユ
ー
チ
ュ
ー
ブ
シ
ョ
ー
ト
動
画
を
開

始
し
、
月
10
本
程
度
を
配
信
し
て
い

る
。
ま
た
、
同
年
11
月
に
は
、
交
流

人
口
の
増
加
を
目
的
に
、
市
外
在
住

者
へ
ア
ピ
ー
ル
す
る
イ
ン
ス
タ
グ
ラ

ム
も
開
始
し
、
季
節
の
風
景
や
食
文

化
な
ど
を
毎
日
発
信
し
て
い
る
。
こ

れ
ら
の
取
組
に
よ
っ
て
、
Ｓ
Ｎ
Ｓ
の

フ
ォ
ロ
ワ
ー
数
は
着
実
に
増
加
し
て

い
る
が
、
様
々
な
団
体
や
庁
内
の
各

部
署
が
個
別
に
発
信
し
て
い
る
た
め
、

そ
の
タ
イ
ミ
ン
グ
や
タ
ー
ゲ
ッ
ト
に

ば
ら
つ
き
が
あ
る
な
ど
、
効
率
的
・

効
果
的
な
情
報
発
信
の
点
で
課
題
が

あ
る
。ほかの質問

財
政
の
現
状
、

財
政
状
況
の
今
後
の
課
題

ＳＤＧｓ鶴ヶ岡 南波　純 議員
なん ば じゅん

財政運営の状況は

議
員
　
６
年
度
の
実
質
単
年

度
収
支
は
13
億
円
以
上
の
赤

字
に
な
っ
た
と
報
告
さ
れ
て

い
る
が
、
今
後
の
財
政
運
営

に
影
響
が
あ
る
の
で
は
。

市
長
　
市
債
残
高
の
減
少
や
県
内
最

大
水
準
の
基
金
残
高
な
ど
を
含
め
、

総
合
的
に
判
断
す
る
必
要
が
あ
る
が
、

６
年
度
は
厳
し
い
決
算
と
評
価
し
て

い
る
。
今
後
も
歳
入
確
保
と
合
わ
せ
、

組
織
機
構
や
事
務
事
業
の
見
直
し
な

ど
、
歳
出
削
減
を
行
う
こ
と
で
、
財

政
健
全
化
に
向
け
て
、
不
断
の
努
力

を
継
続
し
て
い
き
た
い
。

議
員
　
６
年
度
の
経
常
収
支
比
率
は

97
・
２
％
で
あ
る
。
経
常
収
支
比
率

が
高
い
と
い
う
こ
と
は
、
財
政
の
余

裕
が
な
い
こ
と
を
示
し
、
理
想
的
な

範
囲
は
70
％
か
ら
80
％
と
さ
れ
て
い

る
。
財
政
的
に
危
険
な
状
態
で
は
な

い
の
か
。

市
長
　
同
比
率
の
算
定
に
は
ふ
る
さ

と
寄
附
金
が
考
慮
さ
れ
て
お
ら
ず
、

こ
の
数
値
だ
け
を
も
っ
て
市
の
財
政

状
況
が
評
価
さ
れ
る
も
の
で
は
な
い

と
考
え
て
い
る
。

ほかの質問
な
し

市民フォーラム 工藤　博 議員
く どう ひろし

※4  経常収支比率…地方税や普通交付税等の使途が特定されていない経常一般財源等収入のうち、経常的経費（人件費、扶助費、公債費などの経常経費）に充当された
　　　　　　　　　 額の割合で、その比率が高いほど、財政構造の弾力性が低いことを示す。
※5  扶助費…障害者、高齢者、児童などへの福祉サービスの提供に必要な経費。

※

４

※

５
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歳出抑制策と自主財源の確保策は

議
員
　
義
務
的
経
費
が
増
え

る
中
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
質

を
維
持
し
つ
つ
、
歳
入
規
模

に
見
合
っ
た
歳
出
抑
制
を
ど

う
図
る
の
か
。

市
長
　
２
年
度
か
ら
導
入
し
た
枠
配

分
方
式
に
よ
る
予
算
編
成
を
継
続
し
、

歳
出
抑
制
へ
の
実
効
性
を
高
め
て
い

く
。
行
財
政
改
革
の
着
実
な
推
進
が

重
要
で
あ
り
、
行
政
評
価
の
仕
組
み

の
中
で
、
組
織
機
構
や
事
務
事
業
の

見
直
し
を
徹
底
し
て
い
く
。

議
員
　
自
主
財
源
の
確
保
策
と
し
て
、

ふ
る
さ
と
寄
附
金
の
拡
充
や
地
域
産

業
振
興
を
ど
う
進
め
て
い
く
の
か
。

市
長
　
ふ
る
さ
と
寄
附
金
の
目
標
額

を
、
10
年
度
ま
で
に
年
間
30
億
円
と

定
め
て
、
増
収
に
向
け
た
取
組
を
推

進
す
る
。
ま
た
、
ガ
バ
メ
ン
ト
ク
ラ

ウ
ド
フ
ァ
ン
デ
ィ
ン
グ
の
効
果
を
検

証
し
、
対
象
事
業
の
拡
充
を
検
討
す

る
。
さ
ら
に
、
新
産
業
団
地
へ
の
企

業
誘
致
や
、
若
者
の
地
元
回
帰
に
よ

る
移
住
・
定
住
の
促
進
な
ど
、
将
来

の
増
収
に
つ
な
が
る
取
組
に
努
め
る
。

地域経済の状況と今後の見通しは

議
員
　
４
年
度
の
市
内
総
生

産
額
は
県
内
２
位
で
、
経
済

成
長
率
は
県
内
１
位
だ
っ
た
。

こ
の
状
況
に
つ
い
て
の
見
解

と
今
後
の
見
通
し
は
。

市
長
　
４
年
度
市
町
村
民
経
済
計
算

の
推
計
結
果
で
は
、
前
年
度
に
比
べ

て
製
造
業
の
市
内
総
生
産
額
が
大
き

く
増
加
し
た
ほ
か
、
飲
食
・
宿
泊
業
、

卸
売
り
・
小
売
業
も
増
加
し
て
い
る
。

電
子
デ
バ
イ
ス
関
連
産
業
が
好
調
で

あ
り
、
コ
ロ
ナ
収
束
後
、
観
光
・
飲

食
・
小
売
消
費
も
回
復
基
調
に
あ
る

こ
と
が
背
景
と
み
て
い
る
。
こ
の
ほ

か
、
学
術
・
開
発
研
究
機
関
や
職
業

紹
介
・
労
働
者
派
遣
業
な
ど
の
専

門
・
科
学
技
術
、
業
務
支
援
サ
ー
ビ

ス
業
が
増
加
し
て
お
り
、
成
長
分
野

と
捉
え
て
い
る
。
今
後
は
、
強
み
で

あ
る
バ
イ
オ
産
業
や
食
文
化
を
生
か

し
た
観
光
・
農
林
漁
業
の
振
興
を
図

り
、
成
長
に
つ
な
げ
て
い
く
。
そ
の

際
、
働
き
手
の
確
保
の
た
め
、
魅
力

的
な
職
場
情
報
の
発
信
、
若
者
の
地

元
定
着
・
雇
用
促
進
施
策
の
充
実
に

引
き
続
き
取
り
組
ん
で
い
く
。

ほかの質問

ほかの質問
食
文
化
創
造
都
市
の
取

組
、
給
食
費
の
無
償
化
、

ふ
る
さ
と
納
税

農
業
と
地
域
産
業
、
医
療
、

水
道
事
業
、
イ
ン
バ
ウ
ン

ド
、
子
育
て
支
援

希望のつどい 佐藤　麻里 議員
さ とう りま

高温少雨・渇水対策は

議
員
　
７
月
は
災
害
級
の
渇

水
と
な
っ
た
が
、
農
業
者
等

の
取
組
状
況
は
。

市
長
　
赤
川
水
系
に
つ
い
て

は
、
ダ
ム
群
の
対
応
で
必
要
最
小
限

の
用
水
を
確
保
で
き
た
が
、
ダ
ム
の

な
い
河
川
で
は
用
水
確
保
に
苦
慮
し

た
。
対
策
と
し
て
、
各
土
地
改
良
区
で

は
番
水
に
よ
る
配
水
や
た
め
池
の
放

流
、
揚
水
ポ
ン
プ
の
延
長
運
転
等
が

行
わ
れ
、
改
良
区
域
外
で
は
、
農
業

者
個
人
で
ポ
ン
プ
に
よ
る
取
水
や
給

水
車
に
よ
る
緊
急
給
水
が
行
わ
れ
た
。

議
員
　
市
で
は
７
月
30
日
に
農
業
用

水
確
保
支
援
を
公
表
し
た
が
、
８
月

４
日
に
内
容
が
拡
充
さ
れ
た
経
緯
は
。

市
長
　
市
単
独
事
業
と
し
て
緊
急
支

援
を
決
定
し
た
後
、
県
の
緊
急
支
援

事
業
が
公
表
さ
れ
た
。
県
事
業
は
機

材
購
入
も
補
助
対
象
と
な
り
、
団
体

等
の
ほ
か
個
人
で
も
実
施
主
体
に
な

れ
る
な
ど
、
市
単
独
の
事
業
よ
り
も

有
利
な
内
容
と
な
っ
て
お
り
、
県
事

業
の
活
用
で
市
の
財
政
負
担
を
軽
減

し
、
か
つ
、
内
容
を
拡
充
で
き
る
と

判
断
し
た
。

ほかの質問
物
価
高
騰
対
策

市民の声・鶴岡 遠藤　初子 議員
えん どう はつ こ

リベラル 本間　信一 議員
ほん ま しん いち

※7  ガバメントクラウドファンディング…自治体がふるさと納税制度を活用して行うクラウドファンディング（インターネットを使って不特定多数の人から少額ずつ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 資金を調達する仕組み）

※6  枠配分方式…各部に予算枠を配分し、各部がその範囲内で自主的に予算原案を作成し、全体を財政課が調整する方式。

※8  番水…渇水時、少ない水を水田に平等に分け合うため、水田毎に順番（日にち、時間など）を決めて水を流すこと。

※

６

※

７

※

８
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YouTube
「鶴岡市議会チャンネル」
本会議の生中継・録画配信を行っています。

孤独・孤立対策　
“つながり”が最重要課題

議員　孤独・孤立対策推進法に基づく重点計画
の中に、見守り・交流の場や居場所を確保し、
人と人との「つながり」を実感できる地域づく
りを行うという基本方針がある。通いの場の更
なる拡充に向け、積極的な取組が必要では。
健康福祉部長　本市には、令和６年３月時点で
約500か所の通いの場がある。今後、一人暮ら
し高齢者の増加が見込まれる中、住民主体の孤
立予防や介護予防を更に推進していくためには、
通いの場の充実を図っていくことが重要である。
ニーズを把握しながら、保健師等の専門職の支
援により活動内容の充実を図っていく。

ほかの質問 

多文化共生

市職員の兼業・副業に
対する方針は

議員　総務省は、地方公務員の兼業・副業を後
押しする方針を示しており、職員の多様な働き
方の支援は、地域課題解決力の向上や人材確保
等につながると考えるが、本市の方針は。
総務部長　職員が兼業を通じて地域の人と交わ
る活動の中で得た学びを、職務の遂行や行政
サービスの向上に生かすことで、地域住民から
の信頼を高め、効率的な公務運営につながるこ
とが期待される。許可に当たっては、報酬額が
社会通念上認められる範囲であるかなど、慎重
な分析が必要となることが想定されるが、基本
的には積極的に推進していきたいと考えている。

ほかの質問  

高等学校等生徒通学費支援事業、
若年性認知症

不登校の子どもへの
支援策は

議員　不登校について、保護者や学校にどのよ
うな指導をしているのか。また、学校以外の相
談先として教育相談センターや不登校経験者の
親の会、フリースクール等も考えられるのでは。
教育長　国は、児童・生徒への支援の基本的な
考え方として、登校するという結果だけを目標
にするのではなく、社会的自立を目指す必要が
あること、不登校の時期が休養や自分を見つめ
直す機会など積極的な意味を持つことを示して
おり、市もこの考え方に基づいて指導している。
相談先については、様々な選択肢の中から選べ
ることが大切であると考えている。

ほかの質問  

子宮頸がん予防対策、
こども誰でも通園制度

あき ば ゆう

秋　葉　　　雄 議員
なか ざわ み ゆき

中　沢　深　雪 議員

※会議録の公開には一定の期間を要します。

YouTube　鶴岡市議会

と がし まさ き

富　樫　正　毅 議員

質問は市議会ホームページ等で公開している
録画配信や会議録で全てご覧いただけます。
なお、本原稿は質問した議員本人の責任にお
いて執筆しています。

一般質問
市政全般について考え方や方針などを23人の
議員が市当局に質問しました。総括質問を行っ
た議員を除く16人の質問を掲載します。
各議員１項目について概要をお知らせします。
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あ べ ひろし

阿　部　　　寛 議員

投票立会人に高校生等の
若い人を選任しては

議員　７月の参院選では、投票用紙の書換え等
の疑念がＳＮＳ等で拡散された。疑念を払拭す
るため、どのように公正な選挙を確立するのか。
また、政治教育のため、投票を監視する投票立
会人に 18歳以上の高校生等を選任しては。
選挙管理委員会委員長　選挙においては、正確
な処理が最大の責務であり、関係法令を遵守し、
適切な選挙執行を強く意識しながら進める。若
い世代の投票立会人従事は、選挙制度の理解を
深めるために大きな効果が期待できる。各学校
への選挙啓発の一環として、投票立会人従事の
呼び掛けなどに取り組んでいきたい。

ほかの質問  

学校の歴史的財産の継承

小・中学校のトイレを
早急に洋式化へ

か とう こう いち

加　藤　鑛　一 議員

議員　トイレの大規模改修事業が文科省から推
奨され、令和元年、２年度に進められたが、３
年度以降の実施状況は。また、洋式化の現状は。
教育長　市単独事業として６年度までに９校、
20か所の改修工事を実施している。６年度末で、
全1,441基のうち937基が洋式で、洋式化率は
65％である。洋式化率を高めるだけでなく、児
童・生徒数に対する洋式トイレの数を一定以上
確保し、実態に即した効果的な対応を図るとい
う方針の下、段階的に整備を進めている。児童・
生徒が安心して学べる環境の確保を最優先に、
着実かつ計画的に洋式化を推進していく。

ほかの質問  

訪問入浴サービス、放課後児童クラブ

国民健康保険税の
引下げを

議員　国民健康保険税について、物価高騰に苦
しむ市民のために、基金や繰越金を活用して、
１世帯１万円の引下げを検討すべきでは。また、
子どもに係る均等割は廃止すべきではないか。
健康福祉部長　８年度以降の税率の設定は、12
月に開催予定の国保運営協議会において、今後
の財政見通しと併せて検討する。市独自での子
どもに係る均等割の廃止は、全世帯の税率設定
に影響が生じるものであり、子どもに係る経済
的負担軽減の拡大については、国の子育て支援
制度の中で更に検討され、実行されるべきもの
であると考えている。

ほかの質問  

自殺防止の取組、ごみ減量の推進

ハラスメント防止条例の
制定を

は せ が わ つよし

長 谷 川　　剛 議員

議員　ハラスメントの根絶のため、議員や特別
職を含む全職員を対象としたハラスメント防止
条例を制定する必要があると思うが、見解は。
総務部長　他自治体における同条例では、対象
者に特別職を含めた場合、弁護士等の外部有識
者が審査委員会の審査や意見聴取に参画できる
ように規定している。本市のハラスメント防止
に関する規程も、特別職を含む全職員が対象で
あり、規定上、外部有識者の参画も可能となっ
ているが、条例制定の必要性については、消防
のハラスメント事案が報道されていることも鑑
みて、なお研究しながら進めていきたい。

ほかの質問  

消防本部及び消防署のパワハラ調査の状況と対策、
ハラスメント防止に関わる公文書の改ざん

さか もと まさ え

坂　本　昌　栄 議員
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さ とう まさ や

佐　藤　昌　哉 議員

い か ら し かず ひこ

五十嵐　一　彦 議員

温海地域の自治会維持の
方策は

議員　旧鶴岡市内と比較して温海地域では自治
会費の負担が大きく、人口流出の一因になって
いると考えられる。今後、人口減少により自治
会活動の維持が困難となることへの対策は。
温海庁舎支所長　自治会活動を維持していくた
めに単位自治会が担うべきもの、広域的組織で
担った方が効果的なものなどの整理が必要で、
第２期コミュニティ推進計画に基づいて、温海
地域の実情に合った広域コミュニティの構築に
向け取り組んでいく。あわせて、人口減少を受
け止めた上で、持続可能な地域づくりに向けた
方策を地元の自治会とともに検討していく。

ほかの質問 

新学校給食センター整備

障害のある子の特別支援
教育推進計画策定を

議員　発達障害等をはじめ、障害のある児童・
生徒数が増加している。特別支援教育の推進に
関する総合的な計画が必要と考える。共生社会
の実現に向けたインクルーシブ教育推進のため、
特別支援教育推進計画を策定する考えは。
教育長　６月定例会では、年次的な計画を策定
することは考えていないと答弁したが、小・中
学校の特別支援教育の更なる充実を図るために
は、教員の専門性の向上や適切な支援の在り方、
関係機関との適切な連携等で年次的・総合的な
計画を策定することも大切と考えた。今後、特
別支援教育推進計画の策定を検討していく。

ほかの質問 

地域共生社会の実現に向けた取組、
百条調査特別委員会における提言への対応

広域水道企業団の
事業統合の調整は

議員　８年４月から企業団による事業が開始さ
れる広域水道について、構成市町の水道事業に
係る相違事項の調整をどのように進めるのか。
上下水道部長　契約検査や入札等に係る事務は、
事業開始と同時に運用を統一することで調整を
進めている。水道料金の収納等窓口業務に係る
包括的業務委託は、８年度まで現在の契約業者
による業務の継続を想定している。９年度以降
の企業団における発注・契約方法、業務委託の
内容等全体枠組みについては、現在２市１町で
協議・調整しており、最適な発注・契約方法を
検討していく。

ほかの質問  

河川・道路の支障木

基金の取崩しが
常態化する財政運営は

議員　平成29年度には185億円あった基金（貯
金）が、中期財政見通しの試算では、６年度に
146億円となり、11年度には80億円まで減る。
このままでは17年頃には基金がなくなり、財政
破綻も想像できる。基金取り崩しの常態化は、
財政運営を不安定にするが、見解は。
市長　３年度から６年度までの４年間で123億円
の市債（借金）を減らしており、基金のことだけ
で財政を見ていくのは間違っている。中期財政
見通しは５年間の歳入歳出の計画であり、おお
むね10年で収支が均衡することを想定している。
引き続き、財政健全化に取り組んでいく。

ほかの質問  

投票所の設置と開票作業

ほん ま しん えべ

本　間　新兵衛 議員

とう ひろ ゆきさ

佐　藤　博　幸 議員
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いし い きよ のり

石　井　清　則 議員

ほん ま まさ よし

本　間　正　芳 議員

くさ じま しん いち

草　島　進　一 議員

さ とう ひさ き

佐　藤　久　樹 議員

羽黒体育館の雨漏り
今年中に修繕へ

議員　羽黒体育館のフロアの半分が、雨漏りに
よって使えなくなっている。修繕の予定は。
教育部長　屋根裏をシートで覆うなどの対策を
今年中に講じ、根本的な対策となる屋根の改修
工事については、撤去費用が不要なカバー工法
を想定し、費用も含め検討する。
議員　公共施設等総合管理計画では、改修・修
繕について「優先順位をつけて対応」と明記し
ている。優先順位を公開すれば、利用団体の予
定や予算計画が明確になると思うが、見解は。
教育部長　予算化の時期を確約できないため、
公開にはなじまないと考えている。

ほかの質問  

地域で取り組む食料安全保障、
観光地のトイレ

災害関連死ゼロを
目指した連携は

議員　能登半島地震の災害関連死には８月25日
現在、428人が認定されている。災害ＮＧＯとの
連携や情報共有のためのネットワーク構築、専
門的な職能ボランティア登録について、見解は。
危機管理監　国が災害ボランティア登録制度を
創設したほか、本市では社会福祉協議会と協定
を締結し、ＮＰＯ法人等関係団体が災害時の救
援・復興活動に対応できる体制の構築を進めて
いる。今年度、防災研修会に災害ＮＧＯの職員
を招くなどしており、引き続き、各種団体等と
情報共有を図っていく。職能ボランティアの登
録は、国や県の動向を注視し調査研究していく。

ほかの質問  

「関係人口」関連政策、
三瀬矢引風力発電事業

鶴岡市の教育デザインは

議員　学校適正配置検討委員会の設置について
検討がされていない。これだけ少子化が進んで
いるのに、未来に向けた施策が進んでいないの
は、明確なビジョンがないからだと考える。同
検討委員会の設置について、教育委員会内での
検討や市長部局との協議は行っているのか。
教育長　学校の適正配置や学区の見直しについ
ては、学校適正配置検討委員会の設置も含め、
これから教育委員会で十分に検討していく。そ
の後に、市長部局とも協議・確認を進めていき、
できるだけスピード感を持って検討していきた
いと考えている。

ほかの質問  

小中学校の学習指導と生徒指導

タクシー・運転代行不足
への対応は

議員　タクシー・運転代行の現状は。また、市
民の足の確保についての考えは。
企画部長　タクシー・運転代行ともに、運転手
不足等の理由で、夜間は利用しづらい状況であ
ると認識している。今年度、市民を対象に、平
日午後１時から５時までのタクシー利用運賃を
割り引き、利用時間帯の平準化を目的とするタ
クシーピークシフト実証事業を実施する。事業
のデータや市民アンケート等を基に、公共交通
の利用状況や交通サービスに対する満足度、日
常的な移動手段・目的、頻度等を把握・整理し、
将来の公共交通の在り方を検討していく。

ほかの質問  

農業情勢、物価高騰対策
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※ 学校給食代替費補助金…弁当を持参する家庭に対し、給食費相当額を補助する
　　　　　　　　　　　　事業。

給食を利用していない
場合の「代替費」は

議員　本市で学校給食を利用していない児童・
生徒の人数とその理由は。
教育部長　食物アレルギーを理由とする児童・
生徒が３人、その他の個人的な事情が４人おり、
弁当を持参している。
議員　学校給食を無償化している中、弁当の費
用が自己負担であれば、不公平ではないか。県
内他自治体で事例のある学校給食代替費補助金
を導入する考えは。また、その場合の費用は。
教育部長　現在は支援していないが、今後検討
していく。天童市の例では、年間１人当たり、
小学校が６万円、中学校が７万円程度である。

ほかの質問 

鶴岡型地域包括ケア、
自然学習交流館「ほとりあ」

た なか ひろし

田　中　　　宏 議員
　９月定例会最終日の９月 19 日、今期定例会を
最後に、任期満了により議員を引退される方か
ら退任の挨拶がありました。

退 任 挨 拶 者

退任の挨拶は市議会YouTubeで
ご覧いただけます。

本間　信一 氏 旧羽黒町議
 鶴 岡 市 議
秋葉　　雄 氏 旧鶴岡市議
 鶴 岡 市 議
富樫　正毅 氏 旧鶴岡市議
 鶴 岡 市 議
佐藤　博幸 氏 旧鶴岡市議
 鶴 岡 市 議
本間　正芳 氏 鶴 岡 市 議
渋谷　耕一 氏 旧櫛引町議
 鶴 岡 市 議

２期（６年２月）
４期（16年）
１期（２年５月）
５期（20年）
２期（６年５月）
５期（20年）
１期（２年５月）
５期（20年）
２期（８年）
４期（13年10月）
５期（20年）

　平成29年、国が「『地域共生社会』の実現に向
けて（当面の改革工程）」を公表した際、香川県
高松市は、いち早く、庁内プロジェクトチーム
を設置して検討を開始。翌30年には、現在、全
国で推進している重層的支援体制整備の先駆け
となる高松型地域共生社会構築事業を開始して
いる。
　この事業では、制度・分野の枠や「支える側」
「支えられる側」という従来の関係を超えて、人
と人がつながり、生きがいや役割を持ち、助け
合いながら暮らすことのできる包摂的な地域コ
ミュニティや社会を創るという理念の下、まち
づくりに取り組む住民主体の組織（おおむね小
学校区ごとの44地域）を地域コミュニティ協議

会として認定し、この協議会が地域共生社会構築
に主体的に取り組んでいる。
　本市の施策の参考となる取組であった。

厚生常任委員会 視察日　７月７日～７月９日

高松型地域共生社会構築事業の取組

地域共生社会推進課から事業経過や取組を学ぶ

ほかの視察先と視察項目
・広島県尾道市…子どもの未来を拓く！子ども
　　　　　　　　の居場所創出プロジェクト
・岡山県倉敷市…地域福祉基金

常任委員会視察報告 先進的な施策を実施する自治体を訪問し、
視察を行いました。

※
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市 民 文 教
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の
２
年

間
、
委
員
会
で
は
、
議
会
だ
よ

り
紙
面
の
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
や

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
・
Ｓ
Ｎ
Ｓ
の
活

用
等
に
つ
い
て
、
協
議
し
て
き

ま
し
た
。
大
き
な
変
更
に
は
至

り
ま
せ
ん
で
し
た
が
、
次
期
委

員
会
に
引
き
継
い
で
い
き
ま
す
。

　

ま
た
、
９
月
定
例
会
で
は
、

議
会
基
本
条
例
を
全
会
一
致
で

可
決
し
、
そ
の
中
に
は
「
広
報

広
聴
機
能
の
充
実
」
が
規
定
さ

れ
て
い
ま
す
。
今
後
も
市
民
に

開
か
れ
た
議
会
を
目
指
し
、
広

報
広
聴
活
動
に
取
り
組
ん
で
い

き
ま
す
。

　

こ
の
議
会
だ
よ
り
が
発
行

さ
れ
る
頃
に
は
、
改
選
に
よ
り

議
会
は
新
し
い
構
成
に
変
わ
っ

て
い
ま
す
。
新
体
制
の
下
で

広
報
広
聴
の
改
革
が
一
層
進
む

こ
と
を
期
待
し
ま
す
。

編
集
後
記

広
報
広
聴
委
員
会
委
員（
副
議
長
）

石
井　

清
則

16つるおか市議会だより　令和7年9月定例会号

●数字を耳で聞いているだけでは
よく理解できない。何かの方法
でビジュアルなメディアを導入
して、みんなに分かりやすい議
会の議論にしてほしい。
●議員の皆さんが真剣
に会議に参加してい
る様子が見られた。

９月定例会の傍聴の様子

９月定例会を傍聴された方から
寄せられたご意見・ご感想 （一部
抜粋）を紹介します。

本　会　議
（表決・閉会）

常任委員会
予　備　日
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